自治会断固反対！
会計検査院は８日、２０１８年度の決算検査報告書を安倍晋三首相に提出した。税金の無駄遣いなどの指摘金額は約１００２億円で、２年連続で１０００億円台となった。
廃棄物処理法　6条の2
市町村は、一般廃棄物処理計画に従つて、その区域内における一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び処分しなければならない。
自治会がごみステーションを設置しなければ行政が設置します。
日本国憲法　第二十一条

集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。
平成17年4月26日

自治会費等請求事件

最高裁判所第三小法廷

いわゆる強制加入団体でもなく，その規約において会員の退会を制限する規定を設けていないのであるから，被上告人の会員は，いつでも被上告人に対する一方的意思表示により被上告人を退会することができると解するのが相当であり，本件退会の申入れは有効であるというべきである。
